

























 1  これは，日本教育法学会第 45回定期総会における自由研究発表（2015年 5月
30日）の原稿に最小限の修正を加え，2015年 7月現在で注を付したもの。なお，
この発表の要旨は同学会の年報 45号（2016年 3月発行予定）に掲載予定。
 2  教科化をめぐる動きは以前からあった。「この間」として，ここでは第 2次安
倍内閣の成立した 2012年 12月以降を考えている。
 3  2015年 5月 31日午後の公開シンポジウム「道徳教科化の教育法的検討」
























 6  当時の教育職員免許法 4条 6項（現在の同法 4条 5項）1号および 2号が，昭














 7  宗教が教科とされるのは，1951年の指導要領において，高校については II 3．
の中の「（4）その他特に必要な教科」として，中学については，若干疑問が残
るが，II 2.の中のおそらく「（1）（e）その他の教科」としてであると思われる。





































10  黒川信也「キリスト教学校教育同盟中高部会の教育研究活動（I） ─ 1947年よ
り 1979年まで ─」キリスト教学校教育同盟百年史紀要 3号（2005年）25頁～





























11  注 8に引用した懇談会第 4回の配付資料 1参照。
12  懇談会第 9回（2013年 11月 11日）の配付資料 2-2参照。なお，同じく第 9回






る第 8回（2013年 10月 17日）においてであろう。つまり，貝塚委員は第 8回
において口頭で表明した意見を，第 9回において，文書資料としても提出した
ものと推測される。






































16  キリスト教教育学会のニューズレター 58号 5頁によれば，同学会の「キリス











































年 3月刊）63頁～84頁の 68頁からの引用。同趣旨の記述は同稿 75頁～76頁
にもある。）としている。

























が 2014年 11月 24日に東京の青山学院高等部で開催された。当日の講師は，
国際基督教大学准教授の大川洋氏であった。2015年の同趣旨の講演会の日程は
11月 23日で，大阪のプール学院での開催が予定されている。










23  単に一例にとどまるが，たとえば，カナダ・ケベック州の私立教育法（Loi sur 





























25  注 14引用の町田「キリスト教学校と…」の 6頁と 7頁参照。
































27  2007年（平成 19年）文部科学省令 40号による改正。


































24条の 2別表第 1備考第 3号）。」〔引用は国立教育政策研究所の「学習指導要
領データベース」（https ://www.nier.go.jp/guideline/ 2015年 7月 15日閲覧）の
テキストによる。なお引用文中の「規則第 24条」は現 50条，「第 24条の 2」
































31  注 25の付された本文の記述，および高崎毅ほか編『キリスト教教育辞典』（日
本キリスト教団出版局，1969年）の，「道徳教育」の項目（小林公一）も参照。











































































































37  辻直人「『道徳』特設に対するキリスト教主義学校の対応 ─ 『キリスト教学校
教育』を手がかりに ─」キリスト教学校教育同盟百年史紀要 2号（2004年）
91頁～112頁
38  なお，この時期の宗教教育が法的にどう位置づけられていたかについては，不
完全なものだが，注 6に記した。
